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第３章 審 査 関 係 
 

第１節 不当労働行為事件の審査 

 

１ 不当労働行為事件の概要 

 

（１）概況 

令和５年に扱った不当労働行為事件は、前年からの繰越し１件、新規申立て７

件の計８件であり、そのうち１件は終結したため、翌年への繰越しは７件となっ

た。また、物件提出命令の申立が１件あった。 

 

（２）申立事項 

係属事件８件を申立事項別にみると、次のとおりである。 

労組法第 7 条該当 内     容 件 数 

1 号  不利益取扱い     4 件 

2 号  団体交渉拒否     4 件 

3 号  支配介入     5 件 

4 号  報復的不利益取扱い      

計     13 件 

  (注)1 事件で複数項目にわたる申立てをしているものがあるため､係属事件数と申立事項別

件数の合計は一致しないことがある。 

 

（３）申立人別・産業別・従業員規模別係属状況 

（申立人別）                  （産業別）           

 個人申立て  

 当該組合申立て 8 件 

 個人・当該組合申立て  

 当該組合・上部組合申立て  

計 8 件 

 

   （従業員規模別） 

     29 人以下  

     30 人～  99 人 5 件 

    100 人～ 299 人 1 件 

    300 人～ 499 人  

    500 人～ 999 人  

   1,000 人以上 1 件 

     不明 1 件 

計 8 件 

 

（４）処理状況 

係属した８件のうち、１件が命令により終結した。 

終結状況 終結件数 平均処理日数 

取 下 げ           

無 関 与 和 解           

関 与 和 解           

命 令 ・ 決 定 1 件      291日 

計 1 件      291日  

 放送業 1 件 

 道路旅客運送業 1 件 

 道路貨物運送業 3 件 

 運輸に付帯するサービス業 1 件 

 社会保険・社会福祉・介護事業 2 件 

計 8 件 
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３ 審査の記録 

 

（1） 令和 4 年（不）第 1 号・令和 5 年（不）第 2 号併合事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

（1）令和 4 年（不）第 1 号事件 

ア 組合員 A の配置転換を撤回して、組合員 A を夜間勤務を伴う配置転換以

前と同様の業務に従事させること。 

イ 組合員 A の配置転換をなかったものとして扱い、配置転換以前の平均賃

金と配置転換以降の賃金の差額を支払うこと。 

ウ 対面方式を基本として、団体交渉に誠実に応じること。 

エ 陳謝・誓約文の掲示を行うこと。 

オ 当委員会への履行報告を行うこと。 

（2）令和 5 年（不）第 2 号事件 

ア 組合員 A あて交付した指導書を撤回すること。 

イ 組合員 A に対する組合差別・パワーハラスメントにより、組合員 A が適

応障害を発症したことを謝罪し、休職中の収入の減額分について補償する

こと。 

ウ 陳謝・誓約文の掲示を行うこと。 

エ 当委員会への履行報告を行うこと。 

 

3 主張の要旨 

（1）申立人の主張 

ア 令和 4 年（不）第 1 号事件 

（ア）被申立人が組合員 A を配置転換したこと、組合員 A の夜間勤務の従事

を禁止したこと等は、申立人が組合員 A の組合加入に対する不当労働行

為意思から行ったものであり、労働組合法第 7 条第 1 号に該当する。 

（イ）団体交渉に関する被申立人の対応は不誠実であり、労働組合法第 7 条

第 2 号に該当する。 

イ 令和 5 年（不）第 2 号事件 

被申立人の次の行為は、労働組合法第 7 条第 3 号に該当する。 

（ア）被申立人内設置委員会を利用したパワーハラスメント・組合弱体化 

（イ）従業員及び利用者家族が閲覧する改善計画書に組合員 A を元職員と記

載した行為 

（ウ）組合員 A に差別的に指導書を交付した行為 
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（エ）被申立人内会議において、組合員 A の診断書と休職届を回覧する等更

なる責任追及をあおる行為 

（オ）組合員 B に対し、指導のため配置転換、パワーハラスメント及びいじ

めを企図していたこと。 

（2）被申立人の主張 

ア 令和 4 年（不）第 1 号事件 

いずれも認められない。 

ただし、今後は対面形式を基本として団体交渉に応ずる用意がある。 

イ 令和 5 年（不）第 2 号事件 

いずれも認められない。 

 

4 審査の経過 

5. 1.27  第 1 回委員調査 

 3. 2  第 2 回委員調査 

 4.18  第 3 回委員調査（令和 5 年（不）第 2 号事件を併合決定） 

 5.29  第 4 回委員調査 

 7. 3  第 5 回委員調査 

 8.21  第 6 回委員調査（審査計画書策定） 

9.25  第 1 回審問 

11.28  第 2 回審問 
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（2） 令和 5 年（不）第 1 号事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

被申立人は、申立人が令和 4 年 11 月 21 日付けで申し入れた交渉事項について

の団体交渉を拒否してはならない。 

 

3 主張の要旨 

（1） 申立人の主張 

   申立人が令和 4 年 11 月 21 日付け申入書により申し入れた団体交渉の開催要

求に対する被申立人の対応が、労働組合法第 7 条第 2 号の団体交渉拒否に該当

する。 

（2） 被申立人の主張 

申立人の申立てを棄却するとの命令を求める。 

 

4 審査の経過   

5. 1. 6  申立書受領 

1.11  審査開始決定 

3.23  第 1 回委員調査 

4.20  第 2 回委員調査 

6. 1  第 3 回委員調査 

7.10  第 4 回委員調査（結審） 

8.24  第 1 回合議 

9.14  第 2 回合議 

9.27  第 3 回合議 

10.23 命令書交付（申立人及び被申立人） 
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（3） 令和 5 年（不）第 2 号事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

（1）組合員 A あて交付した指導書を撤回すること。 

（2）組合員 A に対する組合差別・パワーハラスメントにより、組合員 A が適応

障害を発症したことを謝罪し、休職中の収入の減額分について補償するこ

と。 

（3）陳謝・誓約文の掲示を行うこと。 

（4）当委員会への履行報告を行うこと。 

 

3 主張の要旨 

（1） 申立人の主張 

被申立人の次の行為は、労働組合法第 7 条第 3 号に該当する。 

ア 被申立人内設置委員会を利用したパワーハラスメント・組合弱体化 

イ 従業員及び利用者家族が閲覧する改善計画書に組合員 A を元職員と記載

した行為 

ウ 組合員 A に差別的に指導書を交付した行為 

エ 被申立人内会議において、組合員 A の診断書と休職届を回覧する等更な

る責任追及をあおる行為 

オ 組合員 B に対し、指導のため配置転換、パワーハラスメント及びいじめ

を企図していたこと。 

（2） 被申立人の主張 

いずれも認められない。 

 

4 審査の経過 

5.2.13 申立書受領 

2.14 審査開始決定 

4.18 第 1 回委員調査（令和 4 年（不）第 1 号事件に併合決定） 
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（4） 令和 5 年（不）第 3 号・第 4 号・第 5 号併合事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

（1）令和 5 年（不）第 3 号事件 

ア 就業規則、賃金規程、36協定書その他現在有効な労使協定書を交付するこ

と。 

イ 謝罪・誓約文の交付及び掲示を行うこと。 

ウ 文書による当委員会への履行報告を行うこと。 

（2）令和 5 年（不）第 4 号事件 

ア 令和4年11月28日に改正された就業規則の無効を確認すること。 

イ 組合員A1及びA2に対する懲戒審査及び自宅待機命令の撤回及び謝罪を行う

こと。 

ウ 組合員A1及びA2に対する配転の撤回及び謝罪を行うこと並びに原職へ復帰

させること。 

エ 組合員 A1 及び A2 に対する配転によって生じた不利益対して補償するこ

と。 

オ 被申立人とB1所長による組合員A1に対する刑事告訴を取り消すこと。 

カ B1所長による組合員A1に対する損害賠償請求訴訟を取り下げること。 

キ 謝罪・誓約文の交付及び掲示を行うこと。 

ク 文書による当委員会への履行報告を行うこと。 

（3）令和 5 年（不）第 5 号事件 

ア 組合員A2に対する「訓戒」の懲戒処分を撤回すること。 

イ 組合員A1に対して本来支払われたであろう残業代を支払うこと。 

ウ 謝罪・誓約文の交付及び掲示を行うこと。 

エ 文書による当委員会への履行報告を行うこと。 

 

3 主張の要旨 

（1）申立人の主張 

ア 令和 5 年（不）第 3 号事件 

(ｱ) 被申立人が申立人に対する就業規則、賃金規定、労使協定書等の交付を

拒んでいることは、労働組合法第 7 条第 2 号の不誠実交渉に該当する。 

(ｲ) B1所長らが、令和4年11月28日から6回にわたり、組合員A1の点検作業の

ビデオ撮影を行ったことは、労働組合法第7条第3号の支配介入に該当す
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る。 

(ｳ) 申立人が令和5年1月9日及び10日にB2営業所前で行ったビラ配布に関し

て、被申立人従業員が同月9日に組合員A1を除く他の従業員に対して事情

聴取を行ったことは、労働組合法第7条第3号の支配介入に該当する。 

(ｴ) 令和5年2月6日付けで、被申立人が申立人に対して、申立人がどのよう

に上記(ｳ)の事実を把握したのか説明を求めたことは、労働組合法第7条第

3号の支配介入に該当する。 

(ｵ) 申立人が、賠償反則金の賃金控除に関する手続上の不備及び無効を主張

したことに対して、令和5年2月6日付けで、被申立人が、返金をする場合

は返金後に適正な損害賠償請求を行う旨を回答したことは、労働組合法第

7条第3号の支配介入に該当する。 

イ 令和 5 年（不）第 4 号事件 

(ｱ) 組合員A1の令和4年11月18日付けの組合加入通告後に、申立人が必要な

手続を行わずに就業規則の懲戒規定等を改ざんしたことは、労働組合法第

7条第3号の支配介入に該当する。 

(ｲ) 組合員A1及びA2について、組合活動を理由として懲戒処分の審査を開始

し、令和5年3月24日付けで自宅待機命令を発したことは、労働組合法第7

条第1号及び第3号の不利益取扱い及び支配介入に該当する。 

(ｳ) 令和5年5月26日付けで、組合員A1及びA2に配置転換を命じたこと並びに

令和5年4月にB1所長が従業員に陳情書を提出させたことは、労働組合法第

7条第1号及び第3号の不利益取扱い及び支配介入に該当する。 

(ｴ) B1所長が、令和5年5月19日付けで組合員A1に対して侮辱・名誉毀損によ

る損害賠償請求訴訟を提起したこと並びに被申立人及びB1所長が、侮辱罪

・名誉毀損罪で組合員A1を刑事告訴したことは、労働組合法第7条第1号及

び第3号の不利益取扱い及び支配介入に該当する。 

ウ 令和 5 年（不）第 5 号事件 

(ｱ) 組合員A2に対して、令和5年7月27日付けで「訓戒」の懲戒処分としたこ

とは、労働組合法第7条第1号の不利益取扱いに該当する。 

(ｲ) 組合員A1の令和4年11月18日付け組合加入通告以降、組合員A1に対し

て、残業をさせない配車・業務を行わせて残業代を支払っていないこと

は、労働組合法第7条第1号の不利益取扱いに該当する。 

（2）被申立人の主張 

申立人のいずれの申立ても棄却するとの命令を求める。 

 

4 審査の経過 

5. 2.14  申立書受領 

2.15  審査開始決定 

4.28  第 1 回委員調査 

6.12  第 2 回委員調査 
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7.27  第 3 回委員調査 

9. 4  第 4 回委員調査（令和 5 年（不）第 4 号事件及び同第 5 号事件を併

合決定） 

10. 2  第 5 回委員調査 

10.26  令和 5 年（物件）第 1 号事件申立書受領 

11. 6  第 6 回委員調査 

12.18  第 7 回委員調査 
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（5） 令和 5 年（不）第 4 号事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

（1）令和4年11月28日に改正された就業規則の無効を確認すること。 

（2）組合員A1及びA2に対する懲戒審査及び自宅待機命令の撤回及び謝罪を行うこ

と。 

（3）組合員A1及びA2に対する配転の撤回及び謝罪を行うこと並びに原職へ復帰さ

せること。 

（4）組合員 A1 及び A2 に対する配転によって生じた不利益対して補償すること。 

（5）被申立人とB1所長による組合員A1に対する刑事告訴を取り消すこと。 

（6）B1所長による組合員A1に対する損害賠償請求訴訟を取り下げること。 

（7）謝罪・誓約文の交付及び掲示を行うこと。 

（8）文書による当委員会への履行報告を行うこと。 

 

3 主張の要旨 

（1） 申立人の主張 

ア 組合員A1の令和4年11月18日付けの組合加入通告後に、申立人が必要な手続

を行わずに就業規則の懲戒規定等を改ざんしたことは、労働組合法第7条第3号

の支配介入に該当する。 

イ 組合員A1及びA2について、組合活動を理由として懲戒処分の審査を開始し、

令和5年3月24日付けで自宅待機命令を発したことは、労働組合法第7条第1号及

び第3号の不利益取扱い及び支配介入に該当する。 

ウ 令和5年5月26日付けで、組合員A1及びA2に配置転換を命じたこと並びに令和

5年4月にB1所長が従業員に陳情書を提出させたことは、労働組合法第7条第1号

及び第3号の不利益取扱い及び支配介入に該当する。 

エ B1所長が、令和5年5月19日付けで組合員A1に対して侮辱・名誉毀損による損

害賠償請求訴訟を提起したこと並びに被申立人及びB1所長が、侮辱罪・名誉毀

損罪で組合員A1を刑事告訴したことは、労働組合法第7条第1号及び第3号の不

利益取扱い及び支配介入に該当する。 

（2）被申立人の主張 

申立人のいずれの申立ても棄却するとの命令を求める。 
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4 審査の経過 

5. 7.14  申立書受領 

7.18  審査開始決定 

9. 4  第 1 回委員調査（令和 5 年（不）第 3 号事件に併合決定） 
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（6） 令和 5 年（不）第 5 号事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

（1）組合員A2に対する「訓戒」の懲戒処分を撤回すること。 

（2）組合員A1に対して本来支払われたであろう残業代を支払うこと。 

（3）謝罪・誓約文の交付及び掲示を行うこと。 

（4）文書による当委員会への履行報告を行うこと。 

 

3 主張の要旨 

（1）申立人の主張 

ア 組合員 A2 に対して、令和 5 年 7 月 27 日付けで「訓戒」の懲戒処分とした

ことは、労働組合法第 7 条第 1 号の不利益取扱いに該当する。 

イ 組合員 A1 の令和 4 年 11 月 18 日付け組合加入通告以降、組合員 A1 に対し

て、残業をさせない配車・業務を行わせて残業代を支払っていないことは、

労働組合法第 7 条第 1 号の不利益取扱いに該当する。 

（2）被申立人の主張 

申立人のいずれの申立ても棄却するとの命令を求める。 

 

4 審査の経過 

5. 7.31  申立書受領 

8. 1  審査開始決定 

9. 4  第 1 回委員調査（令和 5 年（不）第 3 号事件に併合決定） 
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（7） 令和 5 年（不）第 6 号事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

（1）組合員 Aないし Eに対する配置転換命令を撤回し、原職に復帰させること。 

（2）組合執行委員の組合員 A に対し、配置転換から原職もしくは原職に復帰さ

せるまでの間の手当相当額等を支払うこと。 

（3）団体交渉について誠実に交渉に応じること。 

（4）配置転換命令等により支配介入しないこと。 

（5）陳謝・誓約文の掲示を行うこと。 

 

3 主張の要旨 

（1）申立人の主張 

ア 被申立人が組合員 A ないし E に対する配置転換命令は、労働組合法第 7

条第 1 号及び第 3 号に該当する。 

イ 団体交渉における被申立人の対応は不誠実であり、労働組合法第 7 条第

2 号に該当する。 

（2）被申立人の主張 

申立てを全て棄却するとの命令を求める。 

 

4 審査の経過 

5.10.18 申立書受領、審査開始決定 
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（8） 令和 5 年（不）第 7 号事件 

 

1 当事者 

（1）申 立 人 X 組合 

（2）被申立人 Y 会社 

 

2 請求する救済の内容の要旨 

（1）社内便の使用禁止を解除すること。 

（2）誓約書を作成すること。 

（3）新聞に謝罪文を掲載すること。 

 

3 主張の要旨 

（1）申立人の主張 

   被申立人が、令和 5 年 10 月 27 日に、申立人に対して、社内便の使用を禁止 

したことが、労働組合法第 7 条第 3 号の支配介入に該当する。 

（2）被申立人の主張 

（R5.12.31 時点で、答弁書未提出） 

 

4 審査の経過 

5.12.14  申立書受領 

 12.18  審査開始決定 
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４ 審査の期間の目標及び実施状況 

 

 （１）審査の期間の目標 

 

    １年３か月 

 

 （２）審査の実施状況 

 

     令和５年の係属・終結件数 

係属件数 終結件数 

繰越件数 

繰 越 新 規 計  平均処理日数 

 

1 件 

 

7 件 

 

8 件 

 

1 件 

 

 

291 日 

 

7 件 

 

第２節 行政訴訟事件等 
 

 令和５年において、初審命令に対する再審査申立て及び初審命令・再審査命令に対す

る行政訴訟に該当する事件はない。 
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第３節 労働組合の資格審査 

 

１ 労働組合資格審査の概要 

令和５年の係属状況は 11 件であり、うち１件が前年からの繰越し、10 件が新規である。

係属事由の内訳としては、３件が委員推薦、８件が不当労働行為救済申立てに伴うものであ

る。 

処理状況は、適格が４件であり、残り７件は、翌年への繰越しとなっている。 

 

２ 係属事由別取扱状況 

 
取扱状況 

 
 
 
係属事由 

係 属 件 数 処 理 件 数 翌
年
へ
繰
越 

前年 
から 
繰越 

新規 計 適格 不適格 取下 打切 計 

委 員 推 薦  3 3 3    3  

不当労働行為救済申立て 1 7 8 1    1 7 

法 人 登 記          

協 約 拡 張 適 用          

総 会 決 議          

計 1 10 11 4    4 7 

 

-39-



第４節 地方公営企業等の労働関係に関する法律第５条第２項の認定・告示 

 

１ 認定・告示の概要 

認定・告示は、地方公営企業又はその労働組合からの申出により、使用者

の利益代表者の範囲を労働委員会で認定し、告示する制度である。 

令和５年中の取扱件数は、次表のとおり新規１件である。 

申 出 者 申出年月日 申出理由 
手続開始 

 
年 月 日 

認定年月日 
告示年月日 

 
告 示 番 号 

群馬県企業管理者 5.4.20 職の廃止 5.5.25 5.5.25 
5.6.6 

第 3 号 

 

 

２ 告示内容 

 

◎群馬県労働委員会告示第３号 

地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和27年法律第289号）第５条第２

項の規定により、群馬県企業局の職員が結成し、又は加入する群馬県企業局労

働組合について、群馬県企業局の職員のうち労働組合法（昭和24年法律第174

号）第２条第１号に規定する者の範囲を令和５年５月25日次の表のとおり認定

した。 

 なお、地方公営企業等の労働関係に関する法律第５条第２項の規定による認

定の告示（令和４年群馬県労働委員会告示第２号）は、廃止する。 

  令和５年６月６日 

群馬県労働委員会会長 新 井   博    

 

県 庁 

企業局長、技監、参事、課長、室長、主監、電気保安監、次長

（主として人事及び労働関係を担当する次長に限る。）、総務課

総務係長、経営戦略課財政係長及び総務課において人事又は労働

関係の事務を担当する職員 

地域機関 
所長、部長及び次長（主として人事及び労働関係を担当する次長

に限る。） 
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